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１ はじめに 

平成 27 年４月に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部改正を受け、

富士吉田市教育委員会においては、平成 27 年６月より教育委員長と教育長を一本化

した新教育長制度へ移行し、新教育長の判断による教育委員への迅速な情報提供や会

議の招集・審議を行っているところであります。これにより本市教育委員会のさらな

る効率的な運営を図り、開かれた教育行政の推進と教育関係者の資質向上に努めてい

るところであります。 

また、本市教育委員会においては、毎月の教育委員会定例会議をはじめ、学校訪問

の実施、各種研修会への積極的な参加等、教育委員会の活発な活動を通じて、きめ細

かな地方教育行政を推進しております。 

この報告書は、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第 26 条の規定に基づ

き、教育委員会が実施している事務事業に関する点検・評価を行ったことにより、そ

の評価結果及び教育委員会の活動等を取りまとめたものであります。 

 

○地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定によ

り教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の

規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執

行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、

これを議会に提出するとともに公表しなければならない。 

 

 

２ 教育委員会活動の概要 

（１）教育委員会会議の開催状況（平成 30 年４月～平成 31 年３月） 

  教育委員会会議については、毎月１回の定例会及び臨時に行う臨時会を開催する

こととなっており、平成 30 年度においては定例会のみ開催いたしました。 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第 21 条に定める職務について、

富士吉田市教育委員会教育長に対する事務委任規則の規定に基づき、平成 30 年４

月から平成 31 年３月までにおいて、以下の議案審議等を行いました。 
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【平成 30 年度 教育委員会審議案件一覧（平成 30 年４月～平成 31 年３月）】 

議案番号 件  名 議決日 

議案第６号 富士吉田市指定無形民俗文化財の決定について 平成 30 年 4 月 26 日 

議案第７号 特認校制度の実施について 平成 30 年５月 29 日 

議案第８号 
富士吉田市立学校における学校運営協議会の設置等に関

する規則の制定について 
平成 30 年５月 29 日 

議案第９号 旅館業法第３条第４項に基づく意見（案）について 平成 30 年６月 29 日 

議案第10号 
平成 31 年度使用に伴う小学校教科書採択の承認につい

て 
平成 30 年 7 月 30 日 

議案第11号 
平成 31 年度使用に伴う中学校道徳教科書採択の承認に

ついて 
平成 30 年 7 月 30 日 

議案第12号 平成 30 年度富士吉田市一般会計補正予算について 平成 30 年８月 31 日 

議案第13号 
平成 30 年度富士吉田市文化・教育・体育功労者の決定に

ついて 
平成 30 年９月 27 日 

議案第14号 平成30年度富士吉田市一般会計補正予算について 平成30年 11月 29日 

議案第１号 
富士吉田市公民館の設置及び管理に関する条例の廃止に

ついて 
平成 31 年２月 15 日 

議案第２号 
富士吉田市公民館の設置及び管理に関する条例施行規則

の廃止について 
平成 31 年２月 15 日 

議案第３号 
富士吉田市民の体育施設の設置及び管理に関する条例の

一部改正について 
平成 31 年２月 15 日 

議案第４号 平成30年度富士吉田市一般会計補正予算について 平成 31 年２月 15 日 

議案第５号 
富士吉田市教育委員会事務局の組織等に関する規則の一

部改正について 
平成 31 年３月 26 日 

議案第６号 平成31年度富士吉田市学校教育指導重点について 平成 31 年３月 26 日 

 

【平成 30年度 教育委員会議 報告事項一覧（平成 30 年４月～平成 31年３月）】 

番号 報告内容 報告日 

報告第４号 平成 30 年度富士吉田市立小中学校訪問の実施について 平成 30 年５月 29 日 

報告第５号 平成 30 年度富士吉田市一般会計補正予算について 平成 30 年６月 27 日 
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（２）市内小中学校訪問 

   実 施 日  平成 30 年６月 29 日(金)、７月２日（月）、７月９日（月）、 

         ７月 12 日（木） 

内  容   ○学校経営方針等について ○学校長等との意見交換 

○授業参観 ○学校施設の視察（大規模修繕箇所等） 

  

（３）関東甲信越静市町村教育委員会連合会総会・研修会 

    実 施 日 平成 30 年５月 25 日（金） 

    内  容 文部科学省 初等中等教育局企画官 講和 

 

 （４）第 66 回富士吉田市文化祭記念式典 

実 施 日 平成 30 年 11 月３日（土） 

内  容 富士吉田市教育・文化・体育功労者表彰等 

 

 （５）山梨県市町村教育委員会連合会研修会 

    秋季研修会 

実 施 日 平成 30 年 10 月 24 日（水)  

     内  容 山梨県教育委員会義務教育課人事管理監等講演 

          都留文科大学教養学部学校教育学科准教授講演 

     

 （６）山梨県市町村教育委員会連合会定期総会 研修会 

     実 施 日 平成 31 年２月 16 日（金)  

     内  容 東京学芸大学教授 講演 

 

 

報告第６号 教育委員会の点検評価について 平成 30 年８月 31 日 

報告第７号 平成 30 年度全国学力・学習状況調査の結果について 平成 30 年８月 31 日 

報告第８号 要望書の回答について 平成 30年 10月 29日 

報告第１号 平成 30 年度基本方針及び主要事業について 平成 31 年２月 15 日 

報告第２号 平成 31 年度富士吉田市一般会計予算（教育費）について 平成 31 年３月 26 日 
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３ 点検・評価の実施について 

（１）点検・評価の対象 

   点検・評価の対象は、本市教育の総合的な指針である「第６次富士吉田市総合

計画」に基づく具体的な推進施策として実施している教育委員会の全事務事業を

対象としました。 

 

○対象事業一覧 

No 事業名 担当課 

１ 私立幼稚園支援事業 

学校教育課 

２ 富士吉田市外１市２町４村１組合充て指導主事共同設置事業 

３ 小中学校学習指導等充実事業 

４ 小中学校教育振興事業 

５ 小中学校特色ある学校づくり事業 

６ 小中学校校外活動等支援事業 

７ 学力向上プログラム事業 

８ 特別支援スタッフ事業 

９ 富士吉田市外２町４村１組合ことばの教室共同設置事業 

10 小中学校情報セキュリティ強靭化事業 

11 総合教育支援事業 

12 小中学校校舎等維持管理事業 

13 小中学校管理事業 

14 就学時健康診断事業 

15 児童生徒健康管理事業 

16 児童生徒就学援助・奨励事業 

17 教育委員会管理事業 

18 学校給食センター運営事業 学校給食センター 

19 青少年センター管理運営事業 

生涯学習課 

20 青少年教育事業 

21 放課後子ども教室推進事業 

22 市民会館管理運営事業 

23 社会教育推進事業 

24 生涯学習講座事業 

25 芸術文化振興事業 

26 スポーツ振興事業 

27 市民体育施設管理事業 

28 公立学校体育施設一般開放事業 

29 スポーツ推進委員事業 
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No 事業名 担当課 

30 図書館管理運営事業 

図書館 31 子供読書推進事業 

32 文化財保護対策事業 

33 博物館管理運営事業 

歴史文化課 34 御師外川家住宅等整備活用事業 

35 博物館学芸事業 

36 富士山教育研究実践事業 

教育研修所 37 外国語指導委託事業 

38 教育研修所事業 

 

（２）点検・評価の方法 

まず、各担当課では、所管する事業について、平成 30 年度の実績・成果・課題

及び令和元年度における実施内容と今後の展望等により、今後の事業の進め方にお

ける内部評価を行い、管理本部とのヒアリングの後、担当評価を決定しました。 

最終評価の実施にあたっては、担当課は最終評価者である教育長及び教育委員に

対し、平成 30 年度の実績・成果・課題、令和元年度における実施内容と今後の展

望及び担当評価に至るまでの観点について具体的に説明を行い、教育長及び教育委

員による審議の後、最終評価の判定を行っていただきました。 

評価については、事業ごとに、次の７段階（ＡＡ・Ａ・Ｂ１・Ｂ２・Ｃ・Ｄ・Ｅ）

での評価を行いました。 

 

●ＡＡ  （拡大） ：将来、拡大していく事業である。 

●Ａ   （継続） ：現在の事業の進め方が適当である。 

●Ｂ１～２（改善） ：事業の進め方（内容及び規模等の見直し等）に改善

が必要である。 

●Ｃ   （縮小） ：将来、縮小していく事業である。 

●Ｄ  （休廃止） ：休止や廃止の検討が必要な事業である。 

●Ｅ （経常事業） ：経常的、義務的な事業である。 

 

（３）評価結果 

今年度の点検・評価の実施にあたっては、平成 30 年度の事業実績、成果、課題

と、令和元年度の実施状況、また今後の展望を見据え、次年度の事業の進め方につ
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いて、前述の７段階による評価を行いました。 

  全 38 事業における最終評価は、拡大（ＡＡ）10 事業、継続（Ａ）16 事業、改善

９事業（Ｂ１が８事業、Ｂ２が１事業）、経常・義務（Ｅ）３事業という評価結果

となりました。特に、拡大（ＡＡ）の評価を受けた事業については、今後、コスト

を投入し、事業の効果的・有効的な展開を図る必要があると判断されたものであり

ます。その他の事業については、現在のコストを維持しながらも、事業に一定の成

果が見られ、良好に推移していることが見受けられるとの判断を受けました。 

一方で、教育委員会各所属における自己点検や審議の際には、検討を必要とする

課題や改善点も明確となり、費用対効果や長期的な視点での事業継続についてなど、

様々な意見や提案があったところであります。 

 教育をめぐる課題も複雑かつ多様化している昨今において、市民の信頼に応える

教育行政を実現するためには、コスト意識を高く持ち、創意工夫を凝らした様々な

取り組みを積極的に展開していく必要があります。 

 富士吉田市教育委員会といたしましては、点検・評価の際にいただいた、ご意見

やご提言を今後の事務事業に反映させ、子どもたちの生きる力を育む教育の推進と、

市民の皆様の誰もが生涯にわたり心豊かに学び続けることができる環境づくりが

できるよう責任ある教育行政の推進に努めて参ります。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

（４）各事業の評価 

第２章心豊かな人を育む『教育・文化・スポーツ』の充実 

第１節 就学前教育 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

私立幼稚園支援事業 

担当課：学校教育課 

● 事業内容等 

当事業は、市内私立幼稚

園に以下の補助金を交付す

る事業である。 

 

① 私立幼稚園就園奨励費 

補助金については、就園児

の保護者の負担軽減を図る

ため、園が保護者に対して

行う減免措置に対して補助

金を交付する事業である。

対象者は本市に居住し、私

立幼稚園に通園している幼

児の保護者であり、第２子

以降３歳未満児について

は、所得制限なく補助を行

う。３～５歳児の保護者に

ついては、家庭の所得に応

じて限度額内で補助を行

う。 

② 私立幼稚園運営費補助金 

については、幼児の健やか

な成長のために幼児教育環

境を整え、教育の振興と健

全育成の増進に寄与するこ

とを目的とし、運営費の一

部を補助するものである。 

 

 

 

●実績･成果 

①就園奨励費補助金 

交付額:33,225,800 円 

対象者:285 人 

②運営費補助金 

  交付額:11,963,791 円 

③教職員研修費補助金 

  交付額:348,300 円 

上記の補助金を交付する

ことにより、保護者の経済

的負担を軽減し、園の適切

な運営及び教職員の資質向

上に繋がっている。 

※私立幼稚園４園のうち新

倉幼稚園については、平成

30 年 7 月より、子ども子育

て支援制度の施設給付型に

移行したことにより、４～

６月分が交付対象となっ

た。 

●課題等 

各園において定員に満た

ない状況が続いており、少

子化や親の就労時間の関係

から園児の確保が難しくな

ってきている。そのため子

ども子育て支援制度への移

行への検討を行うなど、各 

 

 

●実施内容 

①就園奨励費補助金につい

ては、令和元年 10月１日か

ら実施される「幼児教育・

保育の無償化」に伴い、就

園奨励費補助金について

は、制度廃止となる。幼児

教育の無償化については、

子育て支援課が中心とな

り、学校教育課も協力して

事務を進めていく。 

【市内３園の園児数】 

平成 31 年度 

・月江寺幼稚園 ：140 人 

・聖徳幼稚園  ：160 人 

・小さき花幼稚園：126 人 

 

 

⬤今後の展望等 

② 運営費補助金・③職員 

研修費補助金については、

私立幼稚園の教育環境の充

実や、教職員の資質向上等

を目的として、市費単独事

業として交付しているもの

であるので、無償化事業の

開始に伴い、補助額や補助

率が適正であるかを国や県 

Ｂ２ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

③ 私立幼稚園教職員研修 

費補助金については、幼稚

園教諭の資質向上を図るた

めに、研修会及び講演会へ

の参加費用の一部を補助す

るものである。 

幼稚園とも今後の園運営に

ついて懸念している。 

 

 

の動向を参考にしながら、

検討を行っていく。 

 

 

 

 

 

第２節 学校教育（１）教育内容の充実 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

富士吉田市外１市２町４村

１組合充て指導主事共同設

置事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

南都留地区の本市外１市

２町４村１組合の教育委員

会による共同設置事業とし

て、富士･東部教育事務所内

に充て指導主事２名を配置

し、学校における教育課程、

学習指導、その他学校教育

に関する専門的事項の指導

を行う事業である。 

 

＊根拠法令 

地方教育行政の組織及び運

営に関する法律第18条第2

項 

 

 

 

 

 

●実績･成果 

 富士･東部教育事務所内

に配置している２名の充て

指導主事については、南都

留地区の各校を訪問し、校

内研究授業、学習会、研究

会などで専門的事項の指導

を行っている。また質の高

い教育指導を行うために、

指導主事２名が教育先進地

にて開催される公開授業

や、各種研修会に参加し、

自己研鑽を重ね、そのノウ

ハウや情報を各小中学校に

還元した。また、この事業

は共同設置事業であること

により、構成する教育委員 

 

 

 

 

●実施内容 

２名の充て指導主事が、

管内小中学校へ円滑に専門

的指導を行えるよう、事務

を進めていく。 

 

⬤今後の展望等 

 令和２年度に小学校で新

学習指導要領が全面実施さ

れることに伴い、現在も移

行期間として授業内容や授

業時数等の調整が始まって

いるところである。英語教

科やプログラミング教育の

開始など、より専門的で質

の高い教育を求められるた

め、教員が新たに指導力を 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小中学校学習指導等充実事

業 

担当課：学校教育課 

 

●事業内容等 

地域のことについて学ぶ

ための社会科副読本、環境

副読本の作成及び教師用の

指導書の購入を行う事業で

ある。 

社会科副読本：４年に１度 

環境副読本 ：４年に１度

刊行 

また、教員を志望する学 

生の実習活動を有効に活用

することにより、市内の小

中学校の教育活動の更なる 

会の経費削減につながって

いる。 

 

●課題等 

小中学校の道徳の採択替

えがあり、指導主事事業の

本来の業務以上の負担があ

ったが、令和２年度の小学

校新学習指導要領が全面的

に実施されることから、小

学校全教科の教科書の採択

替えなど更に業務が増え、

充て指導主事２名への負担

が懸念される 

 

 

 

 

 

 

●実績･成果 

学生ボランティアについ

ては、要請のある学校に対

し派遣を行い、部活動・学

習指導等、教育活動の充実

を図った。 

 

【平成 30年度実績】 

下東小  ３名 41 回 

下吉田中 １名 21 回 

 

身に着けていく必要があ

る。配置されている２名の

指導主事には、研修や講演

会等に参加し、研究を重ね、

その情報と知識を管内小中

学校に還元できるよう、研

修費や旅費等を確保し、業

務が円滑に遂行できるよう

努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●実施内容 

毎年、都留文科大学への

依頼を継続している。 

学生ボランティアの応募

者が少なかったため、平成

30 年度において報償金を

引き上げた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 

9



 

（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

充実を図るため、学生ボラ

ンティアを派遣する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各小中学校教育振興事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

 学習指導要領に沿った教

育を円滑に推進するための

教材等の整備、購入等を行

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●課題等 

応募が少ないため、引き

続き学生ボランティアの活

用について大学への依頼や

市のホームページ等を通し

てＰＲしていく。 

 

 

 

 

 

 

●実績･成果 

タブレット化へ移行のた

め、下東小・富士小・下吉

田中において、ＬＡＮ改修

工事を行った。また、導入

に向けて機材やソフトウェ

ア等の検討を行った。 

 

●課題 

タブレット、電子黒板等の

ＩＣＴ機器について、より

効果的に授業に取り入れ、

活発に活用して行くため、

教育現場への研修等の支援

が必要である。 

 

●今後の展望等 

平成 30 年度においては 

応募者が少なかったが、令

和元年度においては増加し

ている。引き続き都留文科

大学と連携し、学生ボラン

ティアの活用を図ってい

く。 

 

 

 

 

●実施内容 

 各小中学校のパソコンの

更新時期にあわせ、計画的

にタブレットＰＣへの移行

を行う。 

 

 

 

●今後の展望等 

 タブレットＰＣへの移行

予定は次のとおりである。 

【令和元年度予定】 

下東小・富士小・下吉田中

吉田小・富士見台中 

【令和２年度予定】 

吉西小・明見中・吉田中 

【令和４年度予定】 

下一小・下二小・明見小 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ１ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小中学校特色ある学校づく

り事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

 各小中学校において独自

の学習活動を行い、特色あ

る学校づくりの推進を行っ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●成果 

 富士山教育において富士

山周辺の他校との交流事

業、国際理解教育において

市内観光地での外国人との

交流、地元在住の画家を招

いた絵画授業、金管バンド

を通じた情緒教育など、各 

文部科学省の学校におけ

るＩＣＴ環境の整備方針に

基づき、電子黒板を全普通

教室に計画的に整備してい

く。 

【令和元年度予定】 

下一小・下二小・明見小 

【令和２年度予定】 

吉西小・明見中・吉田中 

【令和３年度予定】 

下東小・富士小・下吉田中 

吉田小・富士見台中 

これらの機器について効

果的に授業に活用できるよ

う、支援員の派遣委託等に

より支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●実施内容 

各小中学校において、そ

れぞれの特色を活かした学

校づくりを推進している. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小中学校校外活動等支援事

業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

児童生徒の健やかな心と

からだを育てるため、学校

での授業のみならず校外で

の活動を支援する事業であ

る。主なものとしては、校

外行事におけるバス等の借

上げ（バンドフェスティバ

ル、交通安全教室、郷土学

習、林間学校等）や、全国

大会、関東大会等の参加者

へ補助金がある。 

校において特色を活かした

学校づくりに取り組んでい

る。 

 

●課題 

 学校ごと特色や工夫を加

え、独自性のある教育目標

を設定し、より特色ある事

業展開に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●成果 

 バンドフェスティバル、

林間学校等への会場へのバ

スの借り上げや、各種地区

大会、関東大会等への参加

者に対する補助を行い、各

校外行事が円滑に実施でき

た。 

 また、各種大会参加への補

助を行い、活動の支援を行

うことができた。 

 

●課題 

 なし 

 

 

 

 

 

●今後の展望等 

 引き続き各校の特性を生

かした特色ある学校づくり

を行うとともに、その内容

についても周知を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●実施内容 

 各種校外活動に対して支

援を行っている。 

 

 

 

●今後の展望等 

 郷土学習や林間学校など

の校外学習や、各種大会へ

の参加を通じて様々な体験

をすることにより、豊かな

学校生活を送ることができ

るよう今後とも支援を実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

学力向上プログラム事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

 児童生徒の学習意欲の向

上と家庭学習の定着に向け

た取組みを推進することに

より、基礎学力の定着とそ

の向上を図る事業である。 

 

 

 

 

●実績･成果 

児童生徒の学習習慣・基

礎学力の定着と学習意欲の

向上を図るため、夏季休業

期間中に自主学習や補充学

習等の学習支援「富士子屋」

を実施した。昨年度課題で

あった各校の教職員の負担

軽減のため、会場を各地区

コミセンに移し実施したこ

とにより、教職員の負担軽

減を図った。 

【富士小屋実績】 

・実績回数：5 会場×10 日間 

・参加児童生徒数：211 人 

（小学生 154 人・中学生 57 人） 

・参加延回数 787 回 

・学習支援者数：35 人 

 また、市内小中学校にお

いて標準学力検査（ＮＲＴ）

を実施し、現状の児童生徒

の学力を把握・分析するこ

とで苦手科目の克服、学習

の理解度を高めること、家

庭学習の徹底に努めた。 

 

●課題等 

富士子屋に関しては、指

導者の人材確保に努めると

ともに、部活動等により日

程が合わず参加できない生

徒等への支援を検討する。 

 

 

●実施内容 

 平成 29年度より実施し

ている富士子屋に関して

は、３年目となるため過去

２年の実績を見ながら、よ

り多くの児童生徒が参加す

るための方法と、安全・快

適な学習環境となるよう検

証していく。 

中学校の標準学力検査

（ＮＲＴ）については、昨

年度同様に、山梨県学力把

握調査対象外の学年で実施

し、調査結果を研究し、各

校の学力向上を図る。 

小学校は、４年生で標準

学力検査（ＮＲＴ）を実施

し、かつ昨年度から山梨県

が４年生から６年生を対象

に行う学びのサイクル改善

事業における各単元末テス

トの実施により、習熟度を

計り授業改善につなげてい

く。 

【標準学力検査実施状況】 

小学４年生…国・算・理 

中学１年生…国・数・理 

中学３年生…国・数・英 

【全国学力・学習状況調査】 

中学３年生…国・数・英 

小学６年生…国・算 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

富士山教育研究実践事業 

担当課：教育研修所 

●事業内容等 

富士山学習研究会を中心

として、市内全小中学校に

おける富士山学習の充実を

図るために、授業実践や体

験的活動の充実等を図る事

業である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、中学生は指導する

講師の担当教科により参加

を希望する声があることか

ら、苦手教科を克服してい

くためにも講師の担当教科

を明示するなど対応してい

く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●実績･成果 

富士山学習研究会で年間

指導計画、授業実践等の活

動を進めた。「わたしたちの

富士山」作品コンクール、

富士山学習成果発表会、富

士山検定Ｊｒ．を実施した。 

 

 

 

●課題等 

 富士山学習の講師の積極

的活用、体験的活動を充実

させることが課題である。 

【山梨県学力把握状況調査】 

中学２年生…国・数・英 

 

 

 

⬤今後の展望等 

現在、富士子屋について

は、実質的な運営を教育研

修所が行っていることか

ら、事業主体を教育研修所

へ移管したいと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

●実施内容 

富士山学習講師派遣事業

を元に富士山学習一斉授業

や公開授業を実施する。富

士山学習成果発表会を実施

する。ふじさんミュージア

ム視察研修、上暮地地区、

明見地区の臨地研修を実施

する。 

 

●今後の展望等 

 計画的に臨地研修を行

い、市内を網羅していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ１ 

14



 

（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

外国語指導委託事業 

担当課：教育研修所 

●事業内容等 

市内小中学校 11 校への

外国語指導講師（ＡＬＴ）

派遣を業務委託し、外国語

教育の充実と国際理解教育

の推進を図る事業である。

（９名配置） 

 

 

 

 

●実績･成果 

小学校外国語活動と中学

校英語科の授業において、

ネイティブ・スピーカーの

ＡＬＴを授業や学校生活で

活用し、児童生徒の言語能

力、異文化理解を高めた。

小学校１～４年において

も、ＡＬＴを活用した外国

語活動を行い、小学校１年

から中学校３年までの系統

的な学習を行った。 

 

●課題等 

小学校外国語科の全面実

施を見据え、ＡＬＴとのテ

ィーム・ティーチングの授

業形態や指導方法等、小中

学校の指導内容に関する系

統性に関する研究を進めて

いく必要がある。 

 

 

 

●実施内容 

 新学習指導要領移行措置

による小学校外国語活動、

外国語科授業増に対し、Ａ

ＬＴを９名配置した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●今後の展望等 

新学習指導要領全面実施

となる令和２年度からは、

さらなる授業時数増への対

応するためにＡＬＴを全校

配置（11名）する計画であ

る。ＡＬＴと学級担任の連

携を深め、生きた英語によ

り児童のコミュニケーショ

ン能力の発達を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＡＡ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

特別支援スタッフ事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

高機能自閉症や知的、肢

体不自由等の支援を要する

児童生徒だけでなく、ＬＤ

（学習障害）やＡＤＨＤ（注

意欠陥多動性障害）などの

特性のある児童生徒の学校

生活や支援を行うために、

市内小中学校へ特別支援教

育支援員を配置し、支援を

行う事業である。 

 

※平成 18 年学校教育法等

の改正に伴う「特別支援教

育」が明確に位置付けられ

た。 

 

 

 

●実績･成果 

５時間勤務者を小学校

20 名、中学校へ１名配置。 

１日勤務者を小学校３名、

中学校へ６名配置。 

昨年度の課題であった有

資格者の確保については、

看護師免許や幼稚園教諭の

資格を有する人材を確保す

ることができた。 

支援を要する児童生徒が

より過ごしやすい学校生活

を送れるように直接的な支

援を行った他、交流クラス

での活動時に見守りつつ支

援することにより、学級全

体の運営がスムーズにで

き、インクルーシブ教育の

推進につながった。 

また心理士２名を学校教

育課にて配置し、支援を要

する児童生徒の特性に応じ

た支援や解決手段等を、専

門家としての見地から適切

に助言し、教育相談体制等

の充実を図った。 

 

 

 

 

●実施内容 

 配置状況については、  

５時間勤務者を小学校 19

名、中学校へ２名配置。 

１日勤務者を大規模小学校

へ２名、中学校へ７名配置。 

教員免許等の所有者も

18 名と昨年度より３名増

員できた。有資格者が増員

されることで、学習面での

支援も行えるため、よりき

め細かな対応ができるよう

になった。 

心理士の配置事業につい

ては、昨年度から１名増員

し２名体制となり、引き続

き効果的な指導や支援を行

っていく。また、そのため

に、市総合教育支援員と各

校へ赴き、授業の見取りを

行ったり、心理検査の実施

やその結果を分析するな

ど、専門的な視点から保護

者や学校の支援体制の助言

を行っている。 

心理士は勤務日数が限ら

れるため、効果的な活用が

できるよう、引き続き計画

していく。 

 

 

ＡＡ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●課題等 

特別支援教育に関して

は、より手厚い支援を行う

ためにも、教員免許等の資

格を有する者による支援体

制の充実が重要であるが、

その確保が困難である。 

 

 

⬤今後の展望等 

特性のある児童生徒の在

籍状況は進級進学だけでな

く、児童生徒の発達により

変わることもあるため、限

られた支援員の中で、各校

への配置を検証し、適切で

より有効となるような人員

配置に努めていく。 

また、平成 30 年度より支

援員の賃金に対し特定防衛

施設周辺整備調整交付金が

充てられることとなった。  

今後も引き続き人員確保

に努め、よりきめ細やかな

支援ができるよう取り組

む。 

ただ、特性のある児童生

徒については、年々増加の

傾向にあり、対応する支援

員等も増加しなければなら

ないことから経費の増額が

懸念される。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

富士吉田市外２町４村１組

合ことばの教室共同設置事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

南都留地区の本市外２町

４村１組合の教育委員会が

共同設置事業として、下吉

田第二小学校に「ことばの

教室」を設置し、言語や発

達に課題をもつ幼児・児

童・生徒に対し、適切な言

語教育を行うため、専門教

員による支援を行う事業で

ある。 

 

＊法令根拠 

学校教育法施行規則第 140

条第 1 号に規定する者のう

ち、言語に障害のある者 

 

 

 

 

 

 

 

●実績･成果 

平成 29 年の４名体制か

ら、１名増員され５名の専

門教員による支援を実施し

た。平成 30 年度中に本教室

に通った児童生徒は 85 名

であり、そのうち 58 名が本

市在住者である。通級によ

り指導した内容は、構音障

害、言語発達だけでなく、

発達障害や自閉症等への支

援も行い、個人の実態を的

確に把握するとともに、

個々の能力に応じた指導目

標を設定し、適切な指導を

行った。また、管内の幼稚

園へ訪問し、指導が必要と

なる幼児の早期発見に努め

た。共同設置事業であるこ

とにより、構成する教育委

員会の経費削減につながっ

ている。 

 

●課題等 

相談件数も年々増加の傾

向にあることから、対応す

る教員はさらにきめ細かい

指導が行えるようスキルア

ップが必要である。 

 

 

 

●実施内容 

ことばの教室の専門教諭

５名が児童生徒の個々の特

性に応じ、言語や構音等の

きめ細やかな指導ができる

よう事務を進めていく。 

 

 

 

 

⬤今後の展望等 

通級者数の増加により、

昨年度から専門教員が５名

体制となった。これにより、

より充実した支援体制とな

ったが、相談件数は平成 29

年度から平成 30 年度で倍

増している状況である。   

 今年度も限られた人員と

時間の中で、効果的な指導

と訓練が展開できるよう努

めていく。 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

小中学校情報セキュリティ

強靭化事業 
担当課：学校教育課 

●事業内容等 
学校現場では児童生徒や

保護者などの個人情報を保

管している。情報セキュリ

ティを強化し、個人情報の

流出等のセキュリティ事故

の防止を図る。 

 

 

 

 

 
 
●成果 
 令和元年度の新規事業に

向け、学校現場でのＩＣＴ

環境の調査を行うなど、準

備を行った。 

 

●課題 

学校現場では多くの個人

情報を保管している。ＩＣ

Ｔの推進に伴い、情報漏洩

等のセキュリティ事故を防

止するための対策が必要と

なっている。 

 学校現場の多忙化が問題

となる中で、セキュリティ

対策が事務の煩雑化につな

がることの無いよう、より

負担が少なく効果的な方策

の検討が必要である。 

 今後セキュリティ対策の

ための費用の増加が見込ま

れるとともに、学校の情報

機器や通信環境等について

管理を行うための人的配置

が必要となる。 

 

 

 
●実施内容 

山梨県内において令和２

年度から統合型校務支援シ

ステムの導入が予定されて

おり、参加条件として校務

系とインターネット系の分

離が条件となっている。 
他市町村のセキュリティ

レベルに合わせて行く必要

があること、令和４年度か

ら本市においても統合型校

務支援システムの一部を利

用する予定であることか

ら、セキュリティ対策が必

須となっている。 
令和元年度においては、

学校の情報機器の使用状況

などを調査し、できるだけ

教職員の負担が少なく、効

果的な形での教育情報セキ

ュリティポリシーの策定を

目指す。 
 
●今後の展望等 

学校現場の実情に即した

セキュリティポリシーを策

定し、これをもとにセキュ

リティ強化を図っていく。 
 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第２章心豊かな人を育む『教育・文化・スポーツ』の充実 

第２節 （２）教育体制の充実 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

総合教育支援事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

 児童生徒及び学校が抱え

るさまざまな問題に対処す

るため、総合教育支援員に

よる効果的な支援を行うと

同時に、児童生徒の個々の

意欲や満足感等の状況を把

握することで、不登校やい

じめ等の未然防止を図る事

業である。 

 

 

 

 

 

●実績･成果 

総合教育支援員を５名配

置し、学校や関係機関と連

携を図る中で、問題を抱え

る児童生徒やその保護者に

対し、教育相談や適応指導

等の支援などさまざまな対

応を図り、その解決に取り

組んでいる。教育支援室に

おいて、不登校の児童生徒

を早期に学校復帰させるた

め、児童生徒個々の状況に

応じながら、学習対策や保

護者面談を行うなど粘り強

く対応した。また、教育支

援室は、市民会館内に設置

してあるが、月曜日が休館

であるため、児童生徒が毎

日通うこができるよう月曜

日の対応として子育て支援

センター内にも教育支援室

を設置している。 

 また、不登校やいじめな

どの背景に、家庭での問題

が絡むケースが多いことか

ら、平成 30 年度からはスク

ールソーシャルワーカーを

非常勤で雇用し、社会福祉

的な観点から支援ができる 

 

 

●実施内容 

本年度は、フルタイム勤

務の総合教育支援員５名と

スクールソーシャルワーカ

ー１名（非常勤）を配置し、

関係機関と連携を図り、問

題を抱える児童生徒や保護

者に対し、教育相談や適応

指導の支援を行っている。 

不登校対策として教育支

援室在籍の児童生徒が、早

期に学校復帰できるよう、

家庭・支援室・学校を行き

来しながら、個々に寄り添

った支援を行っている。 

家庭環境に問題がある児

童生徒については、スクー

ルソーシャルワーカーから

助言をもらう中、関係機関

とのネットワークを活用し

対応を図っている。 

 

⬤今後の展望等 

今後も状況を分析しなが

ら、教員・スクールソーシ 

ャルワーカー・心理士など

どのような人材が必要かを

検討し、その人材確保に努

めていく。また、今後も引 

 

ＡＡ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ように体制を整えた。 

 各校において、児童生徒

個々の意欲や満足感の状況

を把握し、学級集団づくり

や不登校・いじめの早期発

見につながるハイパーＱＵ

検査を実施した。 

 

●課題等 

 年々、教育相談の内容が

児童生徒の意欲等の問題だ

けでなく、家庭環境や保護

者対応などが絡む、複雑な

ものとなってきている。 

また、教育支援室の在籍

児童生徒数の増加と、高校

進学に向けた生徒の対応の

ためには、今の支援室では

手狭な状況にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

き続きハイパーＱＵを実施

し、児童生徒の個々の意欲

や満足感の状況を把握する

とともに、教員向けに検査

結果を効果的に活用できる

ように外部講師による講習

を開催する。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

教育研修所事業 

担当課：教育研修所 

●事業内容等 

 本市の教育の振興及び児

童生徒の健全な育成を目的

として、教職員研修、教育

に関する調査・研究、教育

相談、外国人子女等指導協

力者や私傷病休暇等代替職

員の派遣を行うとともに、

教職員の業務の軽減を図る

事業である。 

 

 

 

 

 

 

●実績･成果 

ＩＣＴ活用研修会等 21

講座の研修を実施した。ま

た、先進校留学研修に２名

を派遣した。 

教育相談員により電話や

面接相談を行い、児童生徒、

保護者を支援した。 

日本語指導支援事業を実

施し、傷病休暇等代替教員、

外国人子女等指導協力者を

派遣した。校務支援システ

ムにより、教職員の業務の

効率化を図った。 
 
 

 

 

●課題等 

 令和２年度に全面実施さ

れる新学習指導要領への対

応を研修会等で準備を進め

ていく必要がある。令和２

年度のキャリアパスポート

導入に向け系統的・効率的

なキャリア教育を行う必要

がある。 

 

 

 

 

 

●実施内容 

令和２年度より全面実施

される小学校新学習指導要

領に準拠した教育課程を作

成する。同様に令和３年度

の中学校への対応を進め

る。ＩＣＴ機器を有効活用

した授業づくりとプログラ

ミング教育に関する研修を

実施する。 

不登校対策を推進するた

めに、教育相談活動を活性

化する。傷病休暇等代替教

員、外国人子女等指導協力

者を派遣する。教育課程研

究会でキャリアパスポート

を周知する。 

 

●今後の展望等 

中学生職場体験事業所の

データベース化、市内在住

者ワークショップを実施す

る。キャリアパスポートの

小中高での体系的な活用を

図る。 

 

 

Ｂ１ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第２章心豊かな人を育む『教育・文化・スポーツ』の充実 

第２節 学校教育 （３）学校施設の充実 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

小中学校校舎等維持管理事

業 
担当課：学校教育課 

●事業内容等 
児童・生徒や教職員が安

心して快適に過ごせるよう

な学習環境を確保するため

に環境整備を行う。 

 

 

 

●成果 
 老朽化した下吉田第一小

学校体育館の解体撤去を行

った。また、吉田西小学校

管理棟屋上、下吉田東小学

校管理棟外壁の塗装等、老

朽化した部分の改修工事を

行い、適切な維持管理を図

った。 
さらに、平成 30年６月の

大阪北部地震を受け、下吉

田第一小学校、下吉田東小

学校、富士小学校、下吉田

中学校、明見中学校、吉田

中学校において学校ブロッ

ク塀の撤去・フェンス設置

等を行った。下吉田中学校、

明見小学校については令和

元年度に継続して工事を行

う。 
令和元年に４校に設置す

る空調設備の設置に向け、

設計委託を行った。 
修繕については安全性を

中心に学校運営に支障の無

いよう対応した。 
 

 

 

 

 

●実施内容 

令和元年度においては、

明見小学校、吉田小学校、

吉田西小学校、下吉田中学

校、吉田中学校、明見中学

校の屋上防水塗装工事及

び、下吉田第二小学校、下

吉田東小学校、吉田小学校、

富士小学校の空調設置工事

等を行うなど、施設の維持

管理に努める。 

 

●今後の展望等 

学校施設については老朽

化が進んでおり、修繕箇所

が増加するおそれや、建て

替え時期が重なるおそれが

あるため、長寿命化計画を

策定し、計画的な維持管理

を図っていく。また、空調

設備について、３グループ

に分けて各学校ごとに整備

を行う。 

【令和２年度予定】 

下一小・明見小・吉西小 

【令和３年度予定】 

中学校 ４校 

ＡＡ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各小中学校管理事業 
担当課：学校教育課 

●事業内容等 
学校の安全管理や設備・

備品等を維持していくため

に、物品や備品等の管理、

購入を行い、円滑な学校運

営を実施している。 

●課題 
校舎等の老朽化が進行し

ていることに伴い、危険防

止等のための大規模な修繕

が必要となってきている。 
今後、令和 18 年頃から学

校施設の集中的な建て替え

が必要となる。学校施設は

市の施設の中で最も多くの

割合を占めており、財政的

負担が集中することが考え

られる。長寿命化計画をた

て、施設の効果的・効率的

な修繕を行うとともに、維

持管理費用や施設の更新の

平準化を図って行く必要が

ある。 
 
 

 

 

●実績・成果 
 学校施設や教育用の備品

等について、修繕や補充、

清掃等を行い、円滑な学校

運営のための適切な維持管

理を図った。 
 
●課題 

限られた予算の中で学校

の安全管理や児童生徒の健

全育成を図るため効果的な

運営に努める必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●実施内容 

 物品や備品の購入、修繕等

により、学校施設や設備備品

について適切な維持管理を

図っている。 

 

 

●今後の展望等 

限られた予算の中で効果

的な事業ができるよう、引き

続き努力しながら、学校の安

全管理、児童・生徒の健全育

成に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第２章心豊かな人を育む『教育・文化・スポーツ』の充実 

第２節 学校教育 （４）健全安全教育の充実・推進 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

就学時健康診断事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

本市に住所を有する、来

年度小学校へ就学されるべ

き者に対し、健康診断を行

うことにより、心身の疾病

や異常の疑いがある者をス

クリーニングし、保健上必

要な助言を行い就学支援等

に結びつける。 

 

＊根拠法令 

・学校保健安全法第 11条 

 

 

●実績･成果 

平成 29 年度より各小学

校から市民会館へ会場を変

更し、３日間の日程で集合

健診を実施した。平成 30

年度は 368 名が受診した。 

学校医による内科・歯

科・耳鼻科健診は、従事い

ただく医師人数を調整し、

スムーズな診察を展開でき

た。問診票の設問事項の回

答や知能検査から就学に向

けた教育相談につなぎ、き

め細かな就学支援が行え

た。また、平成 30 年度より

有事に備え、予備日を設置

した。 

 

●課題等 

 会場を変更したことによ

り、教育委員会の３日間の

人員負担が大きくなったこ

とから、より効果的・効率

的な実施方法を検証し、必

要な人員配置と確保のた

め、引き続き学校と調整を

行っていく。 

 

 

 

●実施内容  

【令和元年度健診日】 

10 月８日（火） 

 10 月９日（水） 

 10 月 10 日（木） 

会場：市民会館３階 

 

予備日：10 月 21 日（月） 

会場：明見小 

 

学校教育課全体で３日間

対応を行っているが、健診

をスムーズに進めるために

は、職員の配置を増員し、

教育委員会全体での対応が

必要と思われる。 

Ｅ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

児童生徒健康管理事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

学校保健安全法及び富士

吉田市立小・中学校管理規

則に基づき、学校医・学校

歯科医・学校薬剤師を配置

し、児童生徒に対する各種

健診を実施するとともに、

児童生徒の健やかな育成及

び健康管理を図る事業であ

る。 

 

 

＊根拠法令 

・学校保健安全法第 23条 

・富士吉田市立小・中学校 

管理規則第 5 条 

 

 

●実績･成果 

 富士吉田医師会、山梨県

歯科医師会、富士吉田市学

校薬剤師会から推薦を受け

た医師、歯科医師、薬剤師

を学校医等として委嘱を行

い、各小中学校において学

校保健安全法に基づく健康

診断を実施し、疾病の予防

や適切な治療の指導等を行

うことができた。１年を通

じ、学校医等に専門的な助

言を受けることにより、児

童生徒の健康管理、感染症

拡大予防に努めることがで

きた。平成 30 年度からは、

中学校の耳鼻科校医を新た

に委嘱することができた。 

また、学校保健安全法施

行規則に基づく、心臓・尿・

血液検査については、専門

機関（富士吉田医師会）に

委託し、検査を実施するこ

とができた。 

【平成 30年度委嘱人数】 

 学校医    59 名 

学校歯科医  16 名 

 学校薬剤師  11 名 

 

●課題等 

 なし 

 

 

●実施内容 

関係機関と調整を行い、

滞りなく学校医委嘱事務を

行い、学校医等の配置体制

を整える。 

 また、法令を遵守し、各

小中学校の各学年に応じた

必要な検査及び健診を確実

に実施できるよう、事務を

遂行するとともに、必要に

応じ学校へ働きかける。 

 

【令和元年度委嘱人数】 

 学校医    59 名 

学校歯科医  16 名 

 学校薬剤師  11 名 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

学校給食センター運営事業

担当課：学校給食センター 

●事業内容等 

多様化する食生活の中

で、成長期の児童生徒及び

幼児に対し、栄養バランス

のとれた安心安全な給食を

提供すると共に、地産地消

を含めた食教育を行う場と

して取り組み、市内小中学

校 11 校及び市内６保育園

（マザーズホームを含む）

に給食の提供を行う。 

 また、食物アレルギー対

応が必要な児童生徒に対

し、詳細な献立表や除去食

の提供を行う。 

 災害時には、炊き出しの

拠点としても機能する施設

である。 

  

 

 

 

●実績･成果 

○献立等を工夫し、栄養バ

ランスのとれた給食の提供

により、児童生徒の健全な

発達と育成に寄与した。 

○学校訪問や試食会を実施

し食教育を推進した。 

○地産地消については、市

内産の米や野菜を提供し、

地域との繋がりや食の尊さ

を伝えた。 

○食物アレルギー対応につ

いては、除去品目のうち、

牛乳を乳に変更し、対応の

充実を図った。 

○富士吉田市総合防災訓練

の際に炊出し訓練を行い、

各避難所へおにぎり等を搬

送した。 

 

 

 

●課題等 

○食物アレルギー対応につ

いて、対象者の喫食状況等

で実態を把握し、より安全

に除去食を提供できるよう

配慮していく必要がある。 

○食材が値上がりしている

中、学校給食実施基準を満

たし、食教育を充実させる

ため、さらなる献立の工夫

が必要となる。 

 

 

●実施内容 

〇衛生管理を徹底し、安心

安全な給食を提供する。 
〇栄養士を中心に、学校訪

問、試食会、授業及び給食

だより等により、食教育を

推進している。 

○災害時の食糧供給拠点と

しての機能が十分発揮でき

るよう、施設や機械設備等

の維持管理を徹底すると共

に、訓練の充実に努める。 

○限られた予算の中で栄養

バランスも考えた食材を調

達する。 

〇市内小中学校に通う児童

生徒、並びに食物アレルギ

ーのため学校給食を食べら

れない児童生徒に対し、学

校給食費の無料化に伴い、

保護者に対し給食費の補助

を行う。 

 

●今後の展望等 

○地産地消を推進すること

により、食育の推進、地元

への経済的効果、及び住民

参画意識の高揚等、多くの

効果が期待できる。 

今後は、夏野菜の加工に

注目し、急速冷凍等を行う

環境の整備について検討を

行う。 

ＡＡ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第２章心豊かな人を育む『教育・文化・スポーツ』の充実 

第２節 学校教育 （５）義務教育環境の充実 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 
令和元年度 

実施内容･今後の展望等 
最終 
評価 

児童生徒就学援助・奨励事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 
経済的な理由により、就

学困難と認められる児童生

徒の保護者に対して必要な

援助を行う。 

また、特別支援学級に在

籍する児童生徒の保護者の

経済的負担を軽減するた

め、その負担能力の程度に

応じて必要な援助を行う。 

 
 
●実績・成果 

無償配布される教科書を

除く、他の学用品、給食費、

修学旅行費、校外学習費に

かかる費用の一部について

援助を行った。また、荒井

三千男新入学児童生徒奨学

金の支給を行い、多くの対

象児童生徒の保護者の経済

的負担の軽減を図った。 

 令和元年度以降の申請手

続きを見直し、事務手続き

を簡素化し保護者の負担軽

減を図った。 

【平成 30年度支給額】 

要保護・準要保護 

小学校 14,036,851 円 

中学校 13,088,812 円 

荒井三千男奨学金 

小学校 3,800,000 円 

中学校 6,100,000 円 

特別支援就学援助 

小学校 1,159,049 円 

中学校  816,791 円 

●課題 

 支給対象者が増加してい

る。 

 
 

●実施内容 

令和元年度以降の就学援

助事業における申請用紙お

よび申請時期を見直し、事

務手続きの簡素化と保護者

の負担軽減を図っている。 

 

●今後の展望等 

対象児童生徒が、経済的

な理由無しに等しく教育が

受けられるよう、引き続き

援助を行う。 

給食費の無料化に伴い支

給額が減少する予定であ

る。一方、特別支援学校に

在籍する市内在住の児童生

徒の保護者に対し、給食費

の補助を行う。 

就学援助者数が増加して

いる傾向を踏まえて的確な

援助に努めていく。 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第２章心豊かな人を育む『教育・文化・スポーツ』の充実 

第３節 青少年 （１）青少年育成 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

青少年センター管理運営事

業 

担当課：生涯学習課 

●事業内容等 

〇施設管理 

 富士吉田市立青少年セン

ターは、雄大な富士山麓の

静かな美しい自然環境の中

にあって青少年やその指導

者が団体で宿泊し、団体生

活をしながら規律、協力、

友愛及び奉仕の精神を養う

ことにより、心身ともに健

全な育成を図る。 

 

〇自主事業 

 食事提供事業 

 絵画展 

 交流事業 

 

 

 

●実績･成果 

特定非営利活動法人富士

北麓まちづくりネットワー

クの指定管理により、施設

運営し、青少年育成活動の

拠点として多くの市民が活

用している。 

また、市外からの青少年

研修者の受け入れも積極的

に展開し、収益確保を図っ

ている。 

【平成 30年度利用者数】 

延 16,266 人 

（内、市民 8,203 人） 

 

●課題等 

経年劣化により修繕費が

増加傾向となっている。 

 

 

 

●実施内容 

・安全設備（消防設備）等

の改修。 

・入浴施設については老朽

化及び宿泊者のニーズに対

応するため、増改築を実施

する。 

 

 

●今後の展望等 

・築年数経過に伴う修繕費

等は増加傾向にあるため継

続的な予算化を要する。 

・施設のほか、樹木等の伐

採を含む管理地内の環境整

備について予算化を要す

る。 

・計画的・効率的な修繕に

有効な「長寿命化計画」策

定について、建築住宅課な

ど関係課と協議し、令和２

年度末までに策定する。 

 
 
 

 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

青少年教育事業 

担当課：生涯学習課 

●事業内容等 

〇青少年の健全育成 

地域育成会と連携し、青

少年の育成を図る。また、

青少年カウンセラーによる

指導、相談、助言等を行う。 
 

〇活動団体への支援 

青少年育成事業への支援。 

 
 
⬤実績･成果 

・育成会連合会の開催 

・青少年対策本部の開催 

・成人式の開催 

・地域会議 

・ジュニアリーダーキャンプ

の実施 

 

 

 

 

⬤課題等 

地域育成会活動が弱体化し

ている。 

 

 

⬤実施内容 

・育成会連合会及び地域育成

会活動について、事務局とし

て支援。 

・育成会連合会、青少年対策

本部及び地域会議における

情報交換・意見交換。 

・令和元年度成人祝賀会の開催。 

・ジュニアリーダーキャンプ

の実施 

 

⬤今後の展望等 

・育成会定例会等の際に、

各地域育成会における取組

み事例の発表の場を設ける

など、各地域育成会にとっ

て、具体的な活動のヒント

となるような仕組みを検討

する。 

・「成人祝賀式」については、

2022年 4月から民法の成年

年齢が 20 歳から 18 歳に変

更となるが、成人式の対象

年齢については引き続き

20 歳を継続する本市の方

針について、関係者等へ周

知するとともに、「成人祝賀

式」に代わる新たな式の名

称を決定する。 

 

 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

放課後子ども教室推進事業 

担当課：生涯学習課 

 

⬤事業内容等 

〇放課後子ども教室 

 放課後の居場所づくりと

して学校の空き教室を活用

し、多様な体験・学習・交

流の機会を創設する。 

 

 

 

⬤実績･成果 

【平成 30年度開催状況】 

 富士小学校 

  47 名 52 日開催 

下吉田第一小学校 

 41 名 55 日開催 

吉田西小学校 

  89 名 59 日開催 

 特別教室 4回 

 
 
 
⬤課題等 

事業の性格から地域住民

等の協力が不可欠である

が、推進員やサポーターの

確保が困難となっている。 

 

 

 

●実施内容 

・放課後における児童の活

動を支援するため、引き続

き、当事業を実施する。 

・本年度は新規開校として

明見小にてパイロット的に

休日を活用した事業を展開

する。 

・人的確保のため、より効

果的な事業 PR 等に努め、協

力者を募る。 

 

●今後の展望等 

小学校の授業カリキュラ

ムの変更（英語導入等）に

伴い、放課後が減少するこ

とから、将来的な事業展望

を見直す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第２章心豊かな人を育む『教育・文化・スポーツ』の充実 

第４節 生涯学習 （１）施設の活用・充実 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

図書館管理運営事業 

担当課：図書館 

●事業内容等 

生涯学習社会の中で、市

民の学習活動や文化活動の

情報発信基地としての役割

を担い、市民に対し適切な

図書館サービスを提供でき

るよう、図書館の管理運営

はもとより、資料の収集、

情報の提供、図書館間の相

互協力など図書館環境の整

備充実を図る事業である。 

 

 

＊根拠法令 

・図書館法 

・富士吉田市立図書館の 

設置及び管理に関する条例 

 

 

●実績･成果 

情報発信基地の役割とし

て、利用者からのリクエス

トや新刊書などを重点に選

書を行い、時機を得た有効

な資料の提供を行い、同時

に本施設に蔵書の無い図書

についても全国の図書館と

の相互協力（貸借）により

利用者より満足度の高い評

価が得られた。また、図書

館のＰＲとして、“ＦＭふじ

ごこ”市フェイスブックな

どでの情報発信を積極的に

行った。 

各種イベント等も大人向

け工作教室、おはなし会、

BOOKCAFE、託児サービスな

ど思考を凝らした特別イベ

ントや定期イベントを数多

く開催し、図書館のイメー

ジアップにつなげた。 

【平成 30年度実績】 

開館日数     283 日 

入館者数   204,237 人 

貸出者数    69,733 人 

貸出点数   336,412 点 

 

 
⬤実施内容 

・資料の収集 

・各種イベント 

・広報活動、情報発信 

・図書館システムの管理 

・職員研修 

 

 

⬤今後の展望 

超高齢化が進む中で、ど

の市民に対しても、適切・

平等なサービスが実施でき

るよう、来館が叶わない高

齢者などを対象とした移動

図書館の実現に向けた検討

や、配本サービス・館外資

料受取りサービス、出前講

座など、図書館から積極的

に働きかけていく。 

また、イベント実行委員

会を組織し、集中的、効果

的にイベントを開催するこ

とで経費削減を図ってい

く。 

広報活動としては、現状

の広報活動を継続しながら

新たに、通信アプリの“Ｌ

ＩＮＥ”などＳＮＳ を活用 

ＡＡ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子供読書推進事業 

担当課：図書館 

⬤事業内容等 

子ども達が、積極的に読

書活動を行う意欲を高め、

生涯にわたる読書習慣を身

につけることができるよう

に、読書体験の機会を提供

し、その環境づくりを行う

事業である。 

特別イベント数   47 本 

イベント参加者数  3,011 人

【相互協力（貸借）】 

借入数     802 点 

貸出数     1,006点 

 

⬤課題等 

近年の図書館は、図書の

貸出だけでなく、地域文化

の発信や地域コミュニティ

ーの場としての役割を担っ

ている。そのため、図書館

側から積極的に魅力的なイ

ベントを実施する必要があ

る。現在の職員数ではほぼ

限界に達しているため、充

実したサービスの提供に

は、専門職員の増員は欠か

せない。 

 

 

 

 

 

 

⬤実績・成果 

事業の目的を達成するた

めにボランティアグループ

の“このはなさくや”と協

力し、おはなし会などの各

種イベントを通して、読書

の楽しさを子どもたちやそ

の保護者に伝えた。 

した、幅広い広報活動を実

施していく。 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⬤実施内容 

・羽田ブックプレゼント事業 

・おはなし会、等 

各種イベントの実施 

・学校図書館や関係機関との

連携 

・ボランティア団体との協力

による出前おはなし会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ１ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

 

＊根拠法令 

・子どもの読書活動の推進

に関する法律 

また、学校図書館連携とし

て小中学校へ図書の貸出等

を行い、読書や図書館への

興味を醸成する環境づくり

に努めた。 

 

【平成 30年度実績】 

・羽田ブックプレゼント事業 

ファーストブック 332 人 

セカンドブック 359 人 

サードブック   407 人 

・子供対象のおはなし会 

235 回   7,265 人 

・学校図書館等連携事業 

小学校貸出  3,218件 

中学校貸出  3,394件 

 

⬤課題 

現在、若者の読書離れが

深刻となっている。そのた

め、幼少期などからの発達

段階に応じた読書習慣の形

成や、読書への関心を高め

いていく取り組みが今まで

以上に必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

⬤今後の展望 

子どもが本と出会い、親し

み、読書習慣を形成し、読書

活動を継続していけるよう、

引き続き事業の継続と支援

を行っていく。 

また、子供たちの読書意欲

向上や保護者の関心を高め

る方策として、著名人の講演 

会やお友達紹介キャンペー

ンなど来館しやすいイベン

トを積極的に行っていく。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

市民会館管理運営事業 

担当課：生涯学習課 

⬤事業内容等 

〇施設管理 

 富士五湖文化センター・

富士吉田市民会館は富士北

麓一帯の文化活動の拠点で

ある。 

文化情報の発信基地、市

民の文化学習の場である市

民会館及び文化センターを

効率的に管理運営し、地域

住民の福祉の増進、文化の

向上及び地域の発展を図

る。 

〇自主事業 

 自遊大学を開設し、多く

の市民に学習の場を提供し

ている。 

 文化公演等を企画し、施

設の有効利用に努める。 

 

 
⬤実績･成果 

（一財）富士吉田文化振興

協会の指定管理により施設

運営し、文化活動の拠点と

して多くの市民が活用して

いる。 

利用者数 90,132 人 

自主事業 ① 自遊大学 

② 各種講演 

 

〇課題等 

設備等の修繕や定期的な

メンテナンスが必要であ

る。 

 

 

 

 

●実施内容 

・事業を継続し、文化活動

拠点を維持する。 

・ニーズを捉えた事業の 

展開。 

・特殊設備の定期的 

メンテナンス 

 〇舞台照明設備 

 〇舞台吊物装置 

 〇空調機フィルターほか 

・冷暖房設備の改修。 

 

 

●今後の展望等 

計画的・効率的な修繕に

有効な「長寿命化計画」に

ついて、建築住宅課など関

係課と協議し、令和２年度

末までに策定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第２章心豊かな人を育む『教育・文化・スポーツ』の充実 

第４節 生涯学習 （２）社会教育の推進 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

社会教育推進事業 

担当課：生涯学習課 

●事業内容等 

〇社会教育委員活動 

時代に即した社会教育、生

涯学習活動の推進を図る。 

＊根拠法令 

社会教育法第 15条 

 

〇社会奉仕団体への支援 

 婦人会の奉仕活動等を支

援することで、その社会参

画、地域貢献活動等の推進を

図る。 

 

 

 

 

 

生涯学習講座事業 

担当課：生涯学習課 

 

●事業内容等 

〇講座等の主催 

市民の学習意欲向上、生涯

学習による生きがいづくり

を目的に、誰もが気軽に参加

できるような学習環境の提

供を推進する。 

 

 
⬤実績･成果 

・社会教育委員会の開催 

・社会教育委員研修等への

参加 

・南都留地区担当者会実施 

・連合婦人会の活動支援 

・平成 30年度補助金 

1,500千円 

 

 

⬤課題等 

・社会教育委員活動の充実

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

●実績･成果 

・富士の里市民大学の開催 

・家庭教育学級の開催 

・寿教室の開催 

・社会学級の開催 

・成人学級の開催 

・富士山Ｊｒ.カレッジの開催 

・昭和大学公開講座補助金 

 

 
⬤実施内容 

・他団体の先進事例に関す

る情報収集や意見交換を行

うため、社会教育委員向け

の研修会に参加するととも

に、定期に社会教育委員会

を開催する。 

・連合婦人会の活動を支援。 

 

⬤今後の展望等 

 活動実績等をホームペー

ジなどで周知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●実施内容 

・事業の継続と多くの方に

生涯学習の場を提供する。 

・広報紙だけでなく、ホー

ムページやフェイスブッ

ク、ＦＭラジオ放送などの

媒体を活用し、引き続き事

業ＰＲを実施する。 

Ａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

 

〇活動団体支援 

教育機関が実施する公開

事業や、各地区における社会

学級開設事業への補助。 

 

●課題等 

・認知度の一層の向上を図

る必要がある。 

・市長部局との重複事業の

見直し等が必要である。 

 

●今後の展望等 

・目的や内容が類似する事

業の所管部署との共催実施

など、効果的・効率的な実

施方法を検討し、事業の合

理化や経費縮減を図る。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第２章心豊かな人を育む『教育・文化・スポーツ』の充実 

第５節 文化・芸術 （１）文化・芸術の振興 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

芸術文化振興事業 

担当課：生涯学習課 

⬤事業内容等 

〇文化振興活動 

文化意識を高め、心の豊

かさを養い、本市における

芸術文化の向上を図るた

め、芸術文化活動を支援す

る。 
 
 

 
〇活動団体の支援 

文化振興団体を支援する

ことで、市民に対し、様々 

な文化活動に触れる機会を

提供する。 

 

 

⬤実績･成果 

・富士吉田市文化祭の開催 

・梅若薪能事業への補助 

・文化協会への補助 

・文化振興協会への補助 

・片岡伸介氏絵画の管理 

・収蔵美術品展（ミュージ

アムによる企画展） 

 

 

●課題等 

・収蔵美術品の活用・管理

が課題となっている。 

・片岡作品の保管場所確保

が間借りの状況である。  

・文化団体構成員の高齢化

に伴い、後継者の育成が懸

案となっている。 

 

 

●実施内容 

・市民が芸術文化に触れる

機会を提供するため、文化

祭等を開催するとともに、

各地区の芸術文化活動を奨

励するため、その活動費に

対し補助金を交付する。 

・片岡伸介氏絵画について

は企画部へ移管する。 

 

●今後の展望等 

・若年層の文化意識の向上

を図るなど、地域の文化活 

動を担う人材の育成策を検

討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ１ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第２章心豊かな人を育む『教育・文化・スポーツ』の充実 

第５節 文化・芸術 （２）文化財等の保存と活用 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

文化財保護対策事業 
担当課：歴史文化課 

●事業内容等 

富士吉田市内にある多様

な文化財の価値を顕在化さ

せ、適切な保存・活用を図

るとともに、市民の歴史文

化遺産への理解と地域に対

する誇りを醸成し文化財を

将来へ継承していくように

図る。 

 

＊根拠法令 
・文化財保護法 

・市文化財保護条例 

・市文化財保護費及び保存

施設費補助金交付要綱 

 

 

●実績･成果 

○概要 

市内の指定・未指定の文

化財の調査や修理、点検等

の維持管理。当該年度は、

台風等による倒木被害の処

理。文化財指定地域におけ

る開発等に対する許認可。 

○文化財修理等 

・吉田胎内石積み補強修理 

・新倉掘抜倒木撤去 

○文化財の保護・保存 

・維持管理の助成：山ノ神

フジ周辺環境整備、重文防

災設備保守点検（小佐野家、

北口浅間神社）・無形民俗文

化財保持団体活動費助成３

団体・文化財愛護団体活動

費助成５団体 

○埋蔵文化財の保護 

・包蔵地確認及び掘削立会い 

・包蔵地照会受付（330 件） 

○文化財の調査 

・富士山御師の信仰用具調査 

・富士山信仰関係古文書調査 

・向原地区の道祖神祭調査 

○文化財保護の啓蒙 

・文化財防火デー 

・文化財見学受付及び見学 

 
 
⬤実施内容 

外川家住宅耐震診断の実

施（国庫補助）。市指定天然

記念物への対応の他、計画

的に補修や補助を行なう予

定。 

 

●今後の展望 

○概要 

市内には、世界文化遺産

富士山構成資産も含め、

国・県・市の指定文化財が

多数ある。市全域の文化財

について、長期的な視点に

立った保存や活用等の方針

を検討し、今後のまちづく

り推進への協力。 

○富士山信仰用具の重要文

化財指定 

重要文化財指定に向けて

令和元年度に図面・原稿の

編集、２年度に報告書作成。 

３年度に国へ指定を諮る。 

○北口本宮冨士浅間神社東

宮・西宮本殿保存修理、外

川家住宅耐震化対応 

国・県・管理者等関係機

関との協議および財政措

置。令和２年度以降は、指 

ＡＡ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

博物館管理運営事業 

担当課：歴史文化課 

 

⬤事業内容等 
富士吉田市の歴史・民俗

等に関する市民の知識及び

教養の向上を図り、市民文

化の発展に寄与することを

目的とした博物館であると

ともに、世界文化遺産「富

士山」の価値と魅力を発信

する新たな観光資源として

の役割を担っている。 

 

＊根拠法令 

・博物館法 

・富士吉田市歴史民俗博物館

の設置及び管理に関する条

例 

 

 

指導（吉田胎内、新倉掘抜）

○特別名勝・史跡「富士山」

の現状変更事務（50 件） 

 

⬤課題 

・北口浅間神社の保存修理 

・外川家住宅の耐震化 

 

 

 

 

 

 

 

⬤実績・成果 

○施設管理運営業務 

施設内外の清掃、樹木剪

定、各種保守業務を適切に

実施した。 

 

○広報業務 

テレビ放映及び旅行誌等

への掲載、ＦＭふじごこラ

ジオ放送番組、市内新聞折

込、観光商談会参加 

 

○入館者サービス 

① 入館無料 

世界遺産登録決定５周年（6

月 22 日）ほか 

② 無休会館・開館時間延長 

7・8 月・もみじ祭り 

（～8 時まで） 

定文化財の大規模修繕（市

負担分）の大幅な支出増が

見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
⬤実施内容 

① 常設展・企画展 

② 文化庁「記念物 100 年」

展パネル館内展示 

③ ワークショップの開催 

④ 高速ラッピングバス運行 

⑤ 展示コンテンツ多言語化 

 

⬤今後の展望 

① 外国人観光客の誘客 

インバウンドツーリズムに

対応するための多言語化音

声ガイドシステム導入に着

手。多言語化音声ガイドを

導入することにより、エー

ジェントへの営業活動を積

極的に実施していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＡＡ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

御師外川家住宅等整備活用

事業 
担当課：歴史文化課 

⬤事業内容等 
御師文化の歴史と市民文

化の発展に寄与することを

目的とし、又、世界文化遺

産「富士山」の構成資産で

ある御師外川家住宅の保存

と活用を図る。 

③ ロビー掲示スペースの 
開放・団体客用「歓迎マネ

キ」の掲示と贈呈 
 
⬤課題 

インバウンドを始め、観

光客の増加により入館者数

が増加したが、市内入館者

数は減少している。一巡し

た市民の誘客を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
⬤実績・成果 

〇富士山世界文化遺産登録

５周年・御師旧外名川家住

宅建築 250 年・開館 10周年

記念事業 

② リピーターの誘客  

市民の企画展入館無料や、

講演会等市民参加型イベン

ト等の活用により、何度も

足を運んでいただける取り

組みを継続・強化する。 

③ 国道 138 号拡幅工事・ 

（仮称）「富士の杜巡礼の郷

公園整備事業」・明見東通り

線付替え事業 

エリア内の、安全面確保

に努め、供用開始後の運営

に向け、関係部署と適切に

情報共有を図る。 

④ 施設老朽化に伴う石積 

工事について 

今年度、測量実施設計を

もとに、石積工事を予定。 

 

 

 

 

 

 

 
 
⬤実施内容 

○耐震診断事業は、主屋ほ

か２棟について着手し、２

ヶ年に渡って実施する。耐

震診断結果をもとに、令和

２年度に補強案を作成し、

今後の耐震化工事について 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

 
＊根拠法令 

・博物館法 

・富士吉田市歴史民俗博物館

の設置及び管理に関する条

例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① リアル宝探し 

参加者：1,337 人 

② 富士登山体験ツアー 

参加者：24 人 

③ 外川寄席 

参加者：89 人 

④ ミニ展示として、年間

を通して写真展・絵手

紙展・切り絵展等を開

催した。 

○施設管理業務 

清掃、樹木剪定その他の

管理業務 

○案内業務 

協力員（御師関係者等の

パート臨時職員） 

○広報業務 

ふじさんミュージアムと

ともに、テレビや雑誌等へ

の掲載を行なう。 

 

⬤課題 

一巡した市民の誘客を図

る。 

 

 

 

 

文化庁と協議を進めていく

計画である。 

 

〇国指定文化財としての保

存活用計画（管理の指針、

マニュアル）の策定。 

 

〇敷地内危険木の伐採及び

竹垣の撤去・取替えの実施 

 

○教育委員会の学習会・イ

ベント等の活用により、集

客等を強化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●今後の展望 

景観及び周辺環境の整備

の方向性を今年度策定する

保存活用計画に定め、今後

の活用と充実を図ってい

く。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

博物館学芸事業 

担当課：歴史文化課 

●事業内容等 

富士山を中心に地域に残

る貴重な資料の調査・研究

を行う。また、その成果を

常設展示、企画展示、学習

講座の開催や刊行物の発

行、ワークショップを通し

て、市民に市の歴史や文化

に対する理解と関心を深め

てもらう。 

 

＊根拠法令 

・博物館法 

・富士吉田市歴史民俗博物

館の設置及び管理に関する条

例 

 

●実績･成果 

企画展示、講座、ワーク

ショップ、講師派遣、書籍

等の刊行を実施。 

〇展示公開 
「北口本宮冨士浅間神社の至宝」 

「御師 外川の歴史」 

「富士吉田ふるさとかるた

原画展」「富士山絵画展」 

〇教育普及 

・「富士山学」の開催 

・企画展ガイドツアー企画

展関連講座歴史散歩 

・御師家探訪歴史散歩 

・企画展記念講演会 

〇ワークショップ 

月毎に御朱印帳作り等、

趣向を凝らした体験学習

を実施。 

〇縄文王国山梨 JOMON FES 

〇学芸員の講師派遣 

・志木市・都留市・山梨大学 

・市内小中学校「富士登山

事前学習及び野外学習」

及び「富士山学習」 

・吉田高校「富士山学」  

・「ＰＴＡ教育講演会」  

・観光振興サービス  

 

⬤課題等 

学芸員の多岐にわたる業

務量に対し、人員不足。 

 

●実施内容 

企画展示、講座、ワーク

ショップ等の事業実施。   

 

●今後の展望等 

〇学芸事業の充実への取り

組み 

・富士山信仰をはじめとし、

本市全体の多様な歴史的財

産の保存と公開の充実を図

るとともに、それらの源泉

となる調査や研究を推進す

る。 

・市民団体、学校をはじめ

増加する富士山信仰などに

ついての講師派遣等へ可能

な範囲で対応する。 

 

〇業務量の増加に見合った

適切な人員配置 

学芸員の年齢構成から世

代間継承（後世への知識や

技術継承）の観点を含め、

業務に重要な役割を担う学

芸員の適正な人員確保を要

望する。 

Ｂ１ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

 （平成５年の増改築開館時

には学芸員は４人体制であ

ったが、現在は２人。） 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

第２章心豊かな人を育む『教育・文化・スポーツ』の充実 

第６節 スポーツ・レクリエーション （１）生涯スポーツの振興 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

スポーツ振興事業 

担当課：生涯学習課 

●事業内容等 

市民のスポーツ・レクリ

エーション及びその他スポ

ーツ振興を図るための全般

的な庶務を行う。 

各種スポーツ大会等の運

営支援を行い、スポーツ少

年団や各競技団体の運営補

助、各種スポーツ行事や大

会への参加支援、スポーツ

推進審議会の開催、スポー

ツ功労者等への顕彰などを

行う。また、中学校の部活

動において教職員の中に専

門的な技術指導力を備えた

適切な指導者が不足してい

る学校に対して、生徒の技

術向上を図るとともに地域

社会との連帯を深め、運動

部活動の活性化を図ること

を目的に、中学校に社会人

指導者を派遣する。 

 

 

●実績･成果 

（公財）富士吉田体育協

会他のスポーツ関係団体と

連携し、富士吉田市スポー

ツ推進計画に沿った各種大

会やスポーツインベントを

開催した。また、ライフス

テージや目的にマッチした

スポーツ機会を提供するこ

とにより、スポーツ活動の

普及・推進に寄与した。 

また、中学校の部活動に

専門指導者を派遣し、部活

動の競技力向上に努めた。 

〇スポーツ推進審議会 

〇各種表彰 

〇市民スポーツ教室事業

（体育協会へ委託） 

〇各種大会運営費補助金 

〇スポーツ大会出場激励金 

〇部活動スポーツ指導者派遣 

 

 

●課題等 

・スポーツ少年団の育成の

ため、トップアスリートに

よる指導機会の充実を図る

必要がある。 

 

 

 

⬤実施内容 

・市民の運動機会を作るイベ

ント「チャレンジデー」の開

催。 

・各種団体が開催するスポー

ツイベント等の運営補助。 

・体育協会と連携し、スポー

ツ少年団の競技力向上・指導

者育成、各種競技団体への運

営補助、スポーツ教室の開催

を図る。 

・スポーツ大会出場激励金制

度の周知と交付を行なう。 

・中学校部活動への指導者の

派遣を行なう。 

・トップアスリート直伝教室

事業により、子どもの技術向

上とスポーツ人口の拡大を

図る。 

・ＳＮＳなどを利用してスポ

ーツ教室等のスポーツ情報

の提供を行う。 

 

●今後の展望 

・「チャレンジデー」を定着

させる。 

・市主催のスポーツ教室等の

効率的な運営体制の構築。 

Ｂ１ 

45



 

（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民体育施設管理事業 

担当課：生涯学習課 

 

●事業内容等 

鐘山スポーツセンター

(体育館・グラウンド・テニ

スコート)、笹子コミュニテ

ィースポーツ広場、みずほ

公園スポーツ広場、大明見

グラウンドの運営・維持管

理。 

 

 

 

 

 

 

 

・子どもの運動機会確保のた

め、体育協会や子育て支援課

等と連携したプログラム等

の検討が必要である。 

・健康長寿課と連携し、将

来を見据えた、中高年のス

ポーツや運動への取組みを

推進する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●実績･成果 

・鐘山スポーツセンター他市

民体育施設については、 (公

財)富士吉田体育協会を指定

管理者として維持管理を行

い、利用者の利便性を考慮し

たうえで、市民のスポーツ・

レクリエーションの活動の

拠点施設としての整備に努

め、市民スポーツの振興を図

った。 

・各体育施設の全体の利用

者数（体育館・グラウンド

等含む）は、昨年の 148,796

件から 147,688 件と減少し

た。 

 

・スポーツボランティアの活

動の幅を広げる。 

・健康長寿課や子育て支援課

など関係部署との協働した

スポーツイベント等の検討 

・子どもの体力二極化の解消

に向けた事業を検討。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●実施内容 

・（公財）富士吉田体育協会

を指定管理者として施設の

維持管理を実施。 

・優先順位をつけた施設改修

を行う。 

・市民体育館の用途変更（下

吉田第一小学校体育館） 

・利用の促進に向けて市民ニ

ーズを把握する中で、ソフト

面（スポーツ教室等）の整備

を実施。 

・鐘山体育館トレーニングル

ーム機器の入れ替え。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＡＡ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公立学校体育施設一般開放

事業 

担当課：生涯学習課 

●事業内容等 

一般開放に伴う市内小中

学校の体育施設の管理 

・トレーニングルーム利用

者は、増加傾向が顕著。 

平成 29 年度  7,217 人 

平成 30 年度  9,659 人 

 

●課題 

施設の老朽化が目立ち、

各所に改修の必要性が出て

きている。そのためにも、

早急に将来的な鐘山スポー

ツセンター等の整備につい

て、方向性を決定していか

なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●実績・成果 

・市内小中学校の体育施設

を一般開放することによ

り、市民のスポーツに親し

む機会の増加や地域イベン

トの振興に寄与。 

・下吉田第二小学校グラウ

ンド改修を実施。 

各施設の全体の利用者数は

（体育館・グラウンド等含）

昨 年 の 216,233 人 か ら

239,189 人と増加した。 

 

 

 

 

 

⬤今後の展望 
 鐘山スポーツセンターテ

ニスコートについて、老朽

化に伴い整備が必要であ

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●実施内容 

・学校体育施設の一般開放

により、市民がスポーツに

触れる機会を充実させるこ

とにより、スポーツの振興

を図る。 

・吉田小学校グラウンド照

明設備工事の実施設計業務

委託を実施する。 

・一般開放学校施設におけ

るより適正な管理及び防犯

対策を目的に、屋内体育施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＡＡ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

 ・学校体育施設使用料収入 

4,276,360 円 

 

●課題 

経年劣化による照明設備

の改修が必要である。 

設に機械警備システムを導

入した。 

 

●今後の展望 

各施設の利用状況等を勘

案する中で、各施設の照明

設備を計画的に改修する。 

 

 

 

 

 

第６節 スポーツレクリエーション （２）スポーツに親しむ機会の充実 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

スポーツ推進委員事業 

担当課：生涯学習課 

●事業内容等 

「富士吉田市スポーツ推進

委員に関する規則」に定め

られたスポーツ推進委員

が、スポーツ事業における

指導及び市民のスポーツ活

動の普及振興を図る。 

 

 

●実績･成果 

各種研修会にも出席し、

スポーツ推進委員としての

資質向上を図ると共に各種

団体の事業への協力や自主

事業として、障害者のスポ

ーツ教室や健康体力づくり

教室を開催し、スポーツを

通して市民の健康づくりに

資する活動を行った。 

〇自主事業 

・健康体力づくり教室 

12～３月 ４回開催 

・障害者スポーツ教室 

毎月１回開催 

・山梨県障害者スポーツ大

会バスケットボール競技に 

 

 

●実施内容 

・健康体力つくり教室 

市内各地区４ヶ所 年２回 

・障害者の方も一緒に参加

できるスポーツ教室を通じ

て障害者スポーツの振興を

図る。 

・各種団体のスポーツイベ

ント等への協力。 

 

 

Ｂ１ 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

 おいて優勝をかざる。 

・各種研修会への参加。 

 

●課題等 

スポーツ推進委員の自主

的な活動は、地域のスポー

ツ振興にとって、ますます

その重要性が高まっている

ことから、活動の一層の充

実が求められている。 

 

 

 

 

 

 

●今後の展望 

・スポーツ推進委員の自主

事業の充実を図る。 

・福祉課及びスポーツ推進

員との連携により、障害者

のスポーツ人口の拡大を図

る。 
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（評価基準） 

ＡＡ:将来に有効な事業として重点的に位置づける。  （拡大） 

Ａ:現在の事業の進め方で十分効果が上がっている。 （継続） 

Ｂ１:コストを維持しつつ、事業の進め方を拡大展開していく。  （改善） 

Ｂ２:コストを削減しつつ、事業の進め方を継続・維持していく。 （改善） 

Ｃ:コスト及び進め方を縮小・削減していく事業である。（縮小） 

Ｄ:事業の休廃止の検討が必要である。       （休廃止） 

Ｅ:経常的・義務的な事業である。       （経常事業等） 

 

 

第２章心豊かな人を育む『教育・文化・スポーツ』の充実 

教育委員会の活動及び運営に関して 

事業内容等 
平成 30 年度 

実績･成果･課題等 

令和元年度 

実施内容･今後の展望等 

最終 

評価 

教育委員会管理事業 

担当課：学校教育課 

●事業内容等 

 教育委員会の運営に伴う

一般的な庶務に関する業務

を行う事業である。 

主な業務は以下のとおり 

・教育長、教育委員の秘書

及び会議に関すること。 

・教職員の服務、福利厚生

及び人事に関すること。 

・教育行政の総合計画、調

整及び相談に関すること。 

・規則等の制定及び改廃に

関すること。 

・表彰に関すること。 

 

＊根拠法令等 

「地方教育行政の組織及

び運営に関する法律第 17

条」 

 

 

●実績･成果 

富士吉田市のより良い教

育環境を整えるため、市内

小中学校を始め、教育委員

会内各課との調整及び庶務

を行う。 

毎月実施している教育委

員会定例会議では、委員会

内各課の様々な案件を審

議、報告し、教育施策の充

実を図り情報共有を行っ

た。 

学校教育の現状や課題を

把握し、教育環境の充実と

向上を図るために、教育長

及び教育委員における学校

訪問を実施した。また、生

涯教育等の振興を図るため

に、市民大学開校式等の教

育委員会が開催する各種事

業への教育長及び教育委員

の参加を調整した。 

 

●課題等 

 なし 

 

 

 

●実施内容 

例年通り、富士吉田市の

より良い教育環境を整える

ため、教育行政に関する一

般的な庶務を滞りなく確実

に遂行する。 

平成 27 年度に策定した

富士吉田市教育大綱が５年

経過していることから、見

直しを行う。 

 

Ｅ 
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教育委員会事務局機構

富士五湖文化センター
市　民　会　館

鐘山スポーツセンター等
体　育　施　設

教
育
委
員
会

教
育
長

教
育
委
員
会
事
務
局

教育総務

学校管理

生涯学習

学校給食センター

管
理
本
部
教
育

小学校８校（分校含む）

中学校４校

生涯学習課 スポーツ振興

学校教育課

教育研修所 教育研修

青少年センター

図書館

歴史文化課
歴史民俗博物館
ふじさんミュージアム
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<教育委員会委員名簿>              （令和元年9月1日現在） 

職    務 氏   名 職   業 就任年月日 

教 育 長 杉本 武雄 ― 平成30年６月１日 

教育長職務代理者 宮下 公雄 自営業  平成29年11月１日 

委   員 清水 慶子 薬剤師 平成29年11月１日 

委   員 堀内 欣一郎 団体職員 平成30年10月６日 

委   員 滝口 峯子 大学講師  平成28年12月26日 
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